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１. はじめに

近年、全国各地でまちづくり活動が展開されるように

なった。まちづくり活動は、まちを暮らしやすくするた

めに行なう活動であり、結果としてまちが暮らしやすく

なったかどうかが活動の成否となる。活動が活発に行な

われたとしても、それがまちづくりにつながらなければ

まちづくり活動の成果としては不十分といわざるを得な

い。しかし、活動がまちづくりの成果として結実するに

は長い時間を費やすこととなり、また、活動の結果とし

てまちが変化したのかどうかの因果関係もあいまいにな

りがちなため、評価を行なうのは容易ではない。一方で、

最近は、行政にも経営的視点が必要とのことで、政策・

施策評価システムが取り入れられるようになってきた。

先ほど述べたように、まちづくり活動の評価にはもとも

と容易ではない面があるが、まちづくり活動支援をいか

に的確に行政評価システムの俎上に乗せることができる

かどうか、がいま行政に求められている。こうした状況

を受けて、本論文では、行政評価におけるまちづくり活

動支援事業の評価について、分析・考察を行なった。

２. 研究対象と方法

調査は、大阪府茨木市を対象として行なった。茨木市

では、平成 14 年度に行政改革推進プロジェクトチームに

よって行政評価についての調査研究が行われ、平成 15 年

3 月、調査報告書が行政改革推進委員会に提出された。

これを受け、茨木市の新たな行財政運営システムのひと

つとして平成 15 年度から行政評価の試行に取り組んでお

り、平成 18 年度に本格的に導入された。現在、茨木市で

行われている行政評価は、行政職員と、行政改革推進委

員会による内部評価となっている。行政改革推進委員会

は部長級以上で構成する総括部会と、各部の課長で構成

する推進部会から成っている庁内の職員の委員会である。
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調査は、評価システム担当者として企画調整課・財政

課、まちづくり支援担当者として都市計画課・商工労政

課・市民活動推進課、を対象にヒアリング調査を行なっ

た。調査期間は2006年12月である。

３. 政策評価の問題点について

『政策形成支援のための政策評価』1）の中で、田中啓

は、自治体の行政評価の特に重要な問題点として以下の

4点を挙げている。

①導入目的と制度設計の乖離

行政評価を導入する際には、「アカウンタピリティの

徹底」「効率的で質の高い行政」「成果重視の行政」と

いった目的が並列されていることが一般的である。こう

した目的に対して、優先順位をつけず制度を導入したた

めに、どっちつかずの制度となってしまっており、いず

れの目的も十分に果たすことができていない。

②「政策－施策－事務事業」体系への依存

三重県の影響を受け、行政評価を導入した多くの自治

体は、行政評価の最初の取り組みとして事務事業評価を

導入していることから始めている。このような動きには

2つの問題がある。

（ｉ）「政策－施策－事務事業」のどの階層を対象と

するかによって、行政評価に求められる機能や性格が異

なるので、事務事業評価の手法をそのまま、施策、政策

評価に採用しても有益な成果が得られる可能性が極めて

低いこと

（ⅱ）全ての事業が「政策－施策－事務事業」のよう

に、明確に関連付けられているわけではないため、そう

した評価を行っても有益な成果を得られることはきわめ

て低いこと

以上で述べたように「政策－施策－事務事業」という

体系を行政評価の基礎とすることには二重の意味での問

題がある。

③全庁的導入・運用へのこだわり

現在、日本において、全庁的に評価制度を導入し、画

一的な運用を行うことが一般的になっている。そのため、

本来評価になじまない活動や評価を実施しても効果があ

まり期待できない活動も強制的に評価の対象とされてい



る。一般に、評価になじまない分野ほど評価の実践が難

しく、時間や労力を費やさなければならない傾向がある。

④アウトカム指標へのこだわり

行政評価を設定する指標については、アウトカム指標

を重視する立場とアウトプット指標を重視する立場があ

る。アウトカム指標を重視するのが最近の傾向であり、

日本の行政評価が影響を受けているアメリカの業績測定

（パフォーマンス・メジャーメント）においては、アウ

トカム重視の傾向が強い。しかし、日本においてはアウ

トカム指標が極端な形で普及しすぎている傾向がある。

アメリカ流の業績測定においては、アウトカム評価を重

視するものの、アウトプット指標やインプット指標を軽

視しているわけではなく、これらを総合的に把握して、

判断を下すことが推奨されている。しかし日本において

は、アウトプット指標、インプット指標は不要のものと

して扱う論調すら見られる。

このように、ただ単にアウトカム指標を設定するだけ

では、行政運営にとって有用な知見を得ることができる

とは限らない。またアウトカム指標を設定することは容

易な作業ではないため、適切なアウトカム指標を設定す

ることができない場合も少なくない。

また、西出 2）は以下の3点を指摘している。

①定量的評価と定性的評価の評価方法に対する問題

定量的評価は、評価の客観性を確保する上で重要とさ

れており、定量的評価を取り入れる傾向が強い。客観性

へ固執するあまり、定量的評価が第一と考えられており、

定性的評価は手抜きである、信頼性が薄いという誤解が

蔓延してしまっている。また、定量的評価であっても、

使用する情報・データの信頼性や得られる測定・分析結

果の制度の問題から、常に客観的で信頼性が高い結果を

導き出すとは限らない。

その一方で、定量的評価になじまない評価対象もあり、

そのようなものにまで無理に定量化を行うことは、かえ

って評価結果を分かりにくいものとしたり、その信頼性

を低下させることになり、評価の形骸化を招くおそれが

ある。

②評価手法の軽視

現在の行政評価は評価手法の進歩に関心を払わず、も

っぱら業績測定に依存している。業績評価客体の成果を

中心とした業績指標の実績を測定するとともに、測定は、

目標値との乖離を可視化し、実績の善し悪しを簡便に訴

える手法として適している。しかし、このような手法へ

の依存は、成果の増加率や結果を事業費等で除算する等、

単純な数的処理への依存をもたらすと考えられる。この

ように、近年では業績測定のわかりやすさのみを強調し、

評価対象事業とその成果の因果関係を説明する評価手法

を軽視している。

③評価結果の軽視

行政評価の結果から、事業の存否の判断に寄与するこ

と自体は、有用なことだが、そのような傾向に拍車がか

かると、行政評価の成果の証として、廃止事業の数が重

視されるようになってしまっている。つまり、事業の改

善などは軽視され、事業の存廃を提示することが重視さ

れる評価になってしまっている。

また、事業の存廃を提示することが重視されているが、

事業の中には、妥当性や効率度が低いと判断されても、

即削減や廃止の出来ないものも多い。 

４. 評価システム担当者へのヒアリング結果

ヒアリングの結果、企画調整課・財政課という評価シ

ステムの担当者は、以下のように考えていることがわか

った。

（１）評価指標について

・事業が費用に対して見合うだけの効果を生んでいるの

かどうかという費用対効果が把握できるものを指標と

する。

・成果を目に見える形に落とし込んだものが行政評価で

ある。

・実際に指標を定めるにあたっては、システム担当者は

費用対効果を把握できるような指標を考えてください

という方向性だけを示して、実際にどのような指標に

するかは各担当の方でやってもらっている。

・各課に評価してほしいのは一言で言うと費用対効果で

ある。

・無駄がない、とか、市民が本当にやりたいことができ

ているか、など当たり前のことを評価しようとしてい

る。それを各担当が具体的にしてもらえればと思う。 

（２）評価体制について（内部・外部評価について）

・段階を経て外部評価を導入するのも選択肢の一つかと

思っている。ただ外部委員を交えてということになる

と、審議会にせよまちづくり会議にせよ、調整や段取

りに時間がかかってくるので準備が必要である。

・職員は行政のプロであるから職員自らが評価を行なう

のが基本である。外部評価を導入するならば、事務事

業ではなくて政策的なもう少し大きな判断を要すると

ころに活用していくほうがいいのではないかと思う。 

（３）評価体制について（全庁的導入について）

・同じ項目で全事業に対応することは困難であるが、と

りあえず普遍的に対応できる項目を導入した。



（４）評価に取り組む姿勢

・しっかり考えている人は考えているが、まだまだ温度

差がある。評価は管理職がやるものだと思っている職

員もいる。

・係全体、課全体で評価に取り組むようになったときに、

隣の人、同じ島の人、課、部と盛り上げていくために

はまだまだ工夫が必要だと思う。 

（５）評価システムの現状

・まだまだ完璧ではないけれども、評価を行なうことで

自らの仕事を見つめ直したり、何らかの効果は出てき

ていると思う。一定の評価を行なうことで情報の共有

にもつながっている。

・総合計画の進捗を考えるときに、市民の満足度が指標

になるようにまで評価システムを持っていきたい。

・財政課や企画調整課は、市民を相手にしない事務的な

仕事をしており、現場の職員、日々市民に接している

職員と少し違うところがある。行政評価の際にも、そ

うしたギャップが埋まらなくて、しっくりこない感じ

を感じる。

５. まちづくり支援担当者へのヒアリング結果

一方、都市計画課・商工労政課・市民活動推進課とい

うまちづくり支援担当者は、次のように考えていた。

（１）評価指標について

・役所の仕事の中で、単純に数字で出せる事業もあるだ

ろうが、まちづくり支援事業では、数字で表すことは

難しいということもある。

・市民の方に満足してもらえることが一番だろうと思う

けれど、それをはかる指標を考えるのはむずかしい。

・アウトカム指標をどう設定するかというのが実はなか

なか難しい。今はそこまでフォローするようなシステ

ムを作れていない。

・満足度は数字ではなかなか表せないと思う。 
・予算 1000 万円の事業で 1200 万円かかったとしても市

民満足度が上がるのであれば成功だと思う。市民の満

足度や市民サービスでは、評価＝お金ではないような

気がする。

（２）評価体制について（内部・外部評価について）

・まちづくりに関する評価は、事業について市民がどう

評価してくれるかという視点でやらないといけないと

思う。行政内部で評価しているだけではまちづくりの

評価にはならないと思う。 
・システム担当者にしてみれば、職員自らが目標設定を

して成果を測定しなさいというところがあるのだろう

が、市民の視点で仕事をしなければならないというよ

うに発想に変えないといけない。

・今の評価システムは職員が書くので、人によって物差

しが微妙に違う。普段接している中で感じとれること

はあるけれど、それがみんな同じではない。

（３）評価体制について（全庁的導入について）

・まちづくりでは、行政のがんばりとは別の外部要因が

たくさんあるはず。景気動向のような市レベルではど

うしようもないところも外部要因も含めて評価しよう

と思うと限界があるかもしれない。

・事務事業の効率化などの話は単年度で評価していった

らいいと思うが、まちづくりのように長い時間をかけ

てする事業とは分けて考えないといけないかもしれな

い。 
・人材育成などは長いスパンで評価しないといけない。

ものは直したらすぐ効果がでるけれど、人は指導した

からといってすぐに効果はでない。行政評価にはソフ

ト面とハード面の 2 つの評価がいるのではないかと思

う。 

（４）評価に取り組む姿勢

・管理職が評価をしているところは一般職員には伝わら

ない。そうなると職員の意識啓発には使えていない。

管理職の意識啓発と今後の職員の人材育成の道具とし

ては使えるかもしれないが。

・評価システムを理解していない職員も少なくない。

（５）評価システムの現状

・システム担当者だけでは現場がわからないので、現場

の意見も取り入れてシステムを構築してほしい。

・事務事業評価は、現場がどのように思っているかを把

握するための仕事だと思う。 
・今の事務事業評価は自らの仕事を点検するレベルでと

どまっている。

６. ヒアリングから明らかとなった考え方の違い 

以上のヒアリング結果を比較検討すると、評価システ

ム担当者とまちづくり支援担当者のあいだに次のような

考え方の違いがあることがわかる。

（１）行政評価の目的に対する違い 
評価システム担当者とまちづくり支援担当者では、行

政評価の目的に対する考え方に違いが見られた。システ

ム担当者は、行政評価の目的として事業の効率化や市民

満足度の把握などをあげているが、実際は、事業の費用

対効果を重視していた。一方のまちづくり支援担当者は、 



表1 行政評価についての見解の相違

評価システム担当者 まちづくり支援担当者

評価の目的について 効率性を高める 市民満足度を高める

評価指標について
費用対効果

定量的評価

市民満足度

定性的評価

評価体制について
内部評価

普遍的評価

外部評価

多面的で多様性のある評価

評価に取り組む姿勢 職員全員には浸透していない

評価システムの現状
十分とはいえないが一定の成果は出ている

現場との意識ギャップを感じている

現場の声が反映されていない

自らの仕事を点検するレベルで留まっている

事業の効率化をすることも意識はしていたが、それより

も市民満足度を測ることを重視していた。こうした両者

の考え方の違いは指標や評価体制にも現れていた。

（２）評価指標に対する考え方の違い 
評価システム担当者は、費用対効果を把握できるよう

な指標を重視していたが、まちづくり支援担当者は市民

満足度を測ることのできる指標を考えるべきであると述

べている。

（３）評価体制に対する考え方の違い 
評価体制においては、評価システム担当者は、現在は

事務事業評価のレベルであるため事業の効率化を重視し

ており、労力がかかる外部評価を意識しておらず、内部

評価を重視していた。また、全庁的な導入を行なってい

るため、普遍的評価にとどまっている。一方のまちづく

り支援担当者は、市民の暮らしに直結する事業を行って

いるということもあり、内部評価では本当の評価とは言

えず、外部評価をするべきであると述べていた。とくに、

市民満足度など市民の意見を取り入れることが大切だと

考えていた。また、まちづくりは、事業を行ってから成

果が出るまで時間がかかるという特徴があるため、画一

的評価になじんでおらず、多様な評価を必要としている

ことが指摘できる。 

（４）行政評価の現状に対する考え方の違い 
行政評価の現状としては、評価システム担当者はある

一定の成果は上がっていると述べている一方で、事業担

当者との意識のギャップがありしっくりいっていないと

も述べている。しかし実際は、評価指標や評価体制の見

直しはなされておらず、まちづくり支援担当者とのギャ

ップは埋まっていない。また、まちづくり支援担当者は、

市民による評価が必要であるという現場の意見が取り入

れられておらず、評価システム担当者とのギャップを感

じていた。

７. まとめ

以上のようにヒアリング調査から、行政システム担当

者とまちづくり支援担当者との間に、行政評価における

認識の違いがあることが明らかになった。

端的に言うと、行政評価を主導的に進めているシステ

ム担当者は、普遍的な指標を用いて効率性を評価する事

務事業評価を行なおうという姿勢であったが、まちづく

り支援担当者は、市民の暮らしに直結し、市民と接する

機会の多いため、市民の視点で評価を行なう必要がある

と考えていた。まちづくりは市民生活に直結するもので

あるが、現状では行政評価に十分な市民参画は行なわれ

ていない。

政策評価そのものがまだ揺籃期にあり手法が確立して

いないが、近年の政策評価は財政面に重点を置いた経済

合理性を定量的に測る傾向がある。しかし、まちづくり

評価は、市民満足度に軸足を置いた定性評価に重心を置

く必要がある。

西出が指摘しているように、事業のなかには定量的評

価になじまない評価対象もあり、そのようなものにまで

無理に定量化を行うことには問題がある。まちづくり支

援の評価もそのひとつであると考えられる。また、西出

が言う「評価対象事業とその成果の因果関係を説明する

評価手法」は、まちづくりでいえばその過程を説明する

ことと捉えることができる。どのようにまちづくりが進

捗し、その過程でどの段階でどのような成果が出たのか

を、説明することが評価となろう。
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